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大分市の概要 

【歴史】 
 大分という地名の由来は、豊後国風土記において、広々とした美田、碩田と名付けられ、後に「大分」

と書かれるようになったのが始めともされており、古代から現代まで、大分市は政治、経済、文化の中

心的な役割を果たしてきています。 

 中世・戦国時代には、大友宗麟の下に隆盛を極め、最盛期には北部九州の大半を支配下に治めて、世

界にも知られた全国有数の貿易都市豊後府内が形成されました。これに伴い、医術、音楽、演劇など日

本で最初の西洋文化が大きく花開きました。 

 その後、大友氏は島津氏や龍造寺氏などとの対外戦争に敗れ、内部抗争もあって次第に衰退し、江戸

時代には小藩分立の中、独特の地域づくりが展開されました。 

 明治時代に入ると、近隣の町村との合併が繰り返され、明治４４年（１９１１年）４月には市制が施

行されました。 

 激動の昭和時代にあって、太平洋戦争による戦災と混乱、そして復興を経て、高度経済成長期には、

新産業都市として、鉄鋼、石油化学、銅の精錬など重化学工業を中心に発展を遂げ、近年ではＩＴ関連

企業が進出するなど様々な産業が集積しています。 

 交通では、日豊、久大、豊肥の鉄道３線や高速道路など県内外からの主要幹線道が合流しており、ま

た、豊後水道を経由して内外に通じる海上交通が発達し、東九州における経済活動の一大拠点を担って

います。 

 平成２３年（２０１１年）４月には「市制施行１００周年」を迎え、ますますの飛躍が期待されてい

るところです。 

【自然】 

 大分市は、九州の東端、瀬戸内海の西端に位置し、周辺部を高崎山、九六位山、霊山、鎧ヶ岳、樅木

山などの山々が連なり、市域の半分を森林が占めるなど豊かな緑に恵まれています。これらの山々を縫

うように県下の二大河川である大野川と大分川が南北に貫流しながら別府湾に注いでいます。その下流

部には大分平野を形成しており、海岸部においては、北部沿岸海域は水深が深く、東部海岸は豊予海峡

に面したリアス式海岸で天然の良港となっています。 

 市域は東西５０．８キロメートル、南北２４．４キロメートル、面積５０２．３９平方キロメートル

と九州でも有数の広い市（１０７市中１５番目、県庁所在地では、宮崎市、鹿児島市に次いで３番目）

となっています。 

 また、気象は瀬戸内海気候に属し、温暖で、自然条件に恵まれた地域です。 

 

人口・世帯数（H28.4 月末現在） 

総人口 478,805 人 

男性 229,928 人 

女性 248,877 人 

世帯数 215,655 世帯 

 

大分市 
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障がい福祉の状況等について 

身体障害者手帳の所持者数                                    （単位：人） 

  年度 平成 25 年 4 月 1 日 平成 26 年 4 月 1 日 平成 27 年 4 月 1 日 

 

区分 

  18 歳 

未満 

18～ 

64 歳 

65 歳 

以上 

18 歳 

未満 

18～ 

64 歳 

65 歳 

以上 

18 歳 

未満 

18～ 

64 歳 

65 歳 

以上 

1 級 186  1,412  2,904  185  1,372  3,016  199  1,327  3,098  

2 級 103  1,108  2,378  100  1,055  2,407  93  1,041  2,389  

3 級 65  1,262  3,863  60  1,212  3,908  59  1,144  3,901  

4 級 14  1,218  3,363  13  1,150  3,547  14  1,104  3,612  

5 級 13  637  1,119  9  632  1,189  10  599  1,267  

6 級 26  329  878  24  321  906  26  299  924  

小計 407  5,966  14,505  391  5,742  14,973  401  5,514  15,191  

合計 20,878  21,106  21,106  

 

 

療育手帳の所持者数                                       （単位：人） 

 年度 平成 25 年 3 月 31 日 平成 26 年 3 月 31 日 平成 27 年 3 月 31 日 

 

区分 

 18 歳 

未満 

18～ 

64 歳 

65 歳 

以上 

18 歳 

未満 

18～ 

64 歳 

65 歳 

以上 

18 歳 

未満 

18～ 

64 歳 

65 歳 

以上 

Ａ1（最重度） 122  343  26  128  348  30  137  357  32  

Ａ2（重  度） 152  380  68  163  378  74  188  380  77  

B1（中  度） 205  470  78  222  488  86  227  492  96  

B2（軽  度） 343  873  54  381  910  62  420  961  73  

小計 822  2,066  226  894  2,124  252  972  2,190  278  

合計 3,114  3,270  3,440  

 

 

精神障害者保健福祉手帳保持者                                   （単位：人） 

 年度 平成 25 年 3 月 31 日 平成 26 年 3 月 31 日 平成 27 年 3 月 31 日 

 

区分 

  18 歳 

未満 

18～ 

64 歳 

65 歳 

以上 

18 歳 

未満 

18～ 

64 歳 

65 歳 

以上 

18 歳 

未満 

18～ 

64 歳 

65 歳 

以上 

1 級 0  80  95  0  65  96  0  86  92  

2 級 37  1,498  183  42  1,659  251  63  1,784  296  

3 級 8  516  47  11  566  42  11  644  54  

小計 45  2,094  325  53  2,290  389  74  2,514  442  

合計 2,464  2,732  3,030  
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手帳所持者数の推移（各年度 4 月 1 日現在）                           （単位：人） 

区  分 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

身体障害者手帳 19,981  20,478  21,028  21,386  20,697  20,878  21,106  21,106  

療育手帳 2,615  2,737  2,832  2,853  2,962  3,114  3,270  3,440  

精神障害者保健福祉手帳 1,539  1,698  1,933  2,137  2,204  2,464  2,732  3,030  

合  計 24,135  24,913  25,793  26,376  25,863  26,456  27,108  27,576  

 

難病患者 （大分県特定疾患治療研究事業に基づく受給者数）（各年度末）               （単位：人） 

年度 平 23 年度 平 24 年度 平 25 年度 平 26 年度 

受給者数 3,202 3,379 3,537 3,809(※1） 

※1 平成 26 年 12 月 31 日時点。  

 

障害福祉サービス支給決定者数の推移（各年度末）                         （単位：人） 

  平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

身体障がい者 923  986  1,054  1,029  1,005  

知的障がい者 1,335  1,430  1,511  1,525  1,549  

精神障がい者 485  592  721  815  930  

難  病       3  0  

障がい児     630  666  695  

合計 2,743  3,008  3,916  4,038  4,179  

 

大分市の障害福祉サービス事業所等の事業所（施設）数                平成 27 年 11 月 1 日現在 

区  分 
居宅

介護 

重度 

訪問 

介護 

行動 

援護 

同行

援護 

生活

介護 

生活 

訓練 

宿泊型 

自立 

訓練 

就労 

移行 

就労 

Ａ型 

就労 

Ｂ型 

施設 

入所 

支援 

計画 

相談 

支援 

地域 

移行 

支援 

合計 

事業所数 111 103 18 65 24 7 1 17 24 45 5 38 9 467 

 

 

大分市の障害児通所支援事業等の事業所（施設）数                 平成 27 年 11 月 1 日現在 

区  分 児童発達支援 
放課後等デイ 

サービス 
保育所等訪問 

障害児 

入所施設 

障害児 

相談支援 
合 計 

事業所数 14 33 6 1 20 74 

 

 

大分市のグループホームの状況                          平成 27 年 11 月 1 日現在 

区 分 
共同生活住居区分 

定員 利用者数 空き状況 
身体 知的 精神 

事業所数・人数 9 ヶ所 66 ヶ所 38 ヶ所 591 人 540 人 51 人 
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大分市の短期入所の状況                             ※平成 27 年 11 月 1 日現在 

事業所名称 種別 定員 
本体施設 

（空床型） 

本体施

設定員 

福祉型 

医療型 

博愛会地域総合支援センター短期入所事業所（併設型） 空床・併設型 1 宿泊型自立訓練 17 福祉型 

ホーム「しののめ」 空床型 － 共同生活援助 20 福祉型 

うえの園 併設型 2 － － 福祉型 

清明あけぼの学園 併設型 2 － － 福祉型 

庄の原苑ショートステイサービスセンター 併設・空床型 8 特別養護老人ホーム 70 福祉型 

短期入所事業所燦シャイン 併設型 1 － － 福祉型 

短期入所事業所ラ・ソーレ 併設型 1 － － 福祉型 

緑風苑指定短期入所生活介護施設 併設型 20 － － 福祉型 

大分こども発達支援センター医療型特定短期入所サービスやすらぎ 単独型 4 － － 医療型 

短期入所事業 ファミール 併設型 4 － － 福祉型 

医療法人ライフサポート明和記念病院 空床型 － 病院 120 医療型 

大分豊寿苑短期入所生活介護事業所 空床型 － 介護老人保健施設 10 医療型 

指定短期入所生活介護事業所白水長久苑 併設・空床型 14 介護老人福祉施設 45 福祉型 

短期入所 スペアミント 併設型 1 － － 福祉型 

清流苑ショートステイ事業所 併設型 33 － － 福祉型 

ショートステイハーモニーの森 併設型 3 － － 福祉型 

第二博愛寮併設型短期入所事業所 併設型 4 － － 福祉型 

多機能型事業所「おおいた」短期入所事業 併設型 2 － － 福祉型 

ひまわり園 併設型 4 － － 福祉型 

グループホームひまわり辻 併設型 3 － － 福祉型 

短期入所事業所きずな 併設型 1 － － 福祉型 

アルメイダメモリアルホーム ショートステイサービス 空床型 － 特別養護老人ホーム 70 福祉型 

特別養護老人ホームそうだ藤の森 併設型 16 － － 福祉型 

短期入所施設こころハウス 併設型 2 － － 福祉型 

創生の里短期介護宿泊施設 空床・併設型 18 介護老人福祉施設 70 福祉型 

第一博愛寮短期入所事業所 空床・併設型 8 障害者支援施設 80 福祉型 

百華苑身体障害者短期入所事業 併設型 3 － － 福祉型 

ケアホームすぎのき短期入所事業 空床型 － 共同生活援助 6 福祉型 

 合計 155    
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大分市委託相談支援事業 月間報告書（平成 27 年 10 月分） 

４箇所の委託相談事業の総合計 

 ・大分市障がい者生活支援センター「さざんか」（対象者：主に身体障がい者） 

 ・大分市障がい者生活支援センター「コーラス」（対象者：主に知的障がい者） 

 ・大分市障がい者生活支援センター「チューリップ畑」（対象者：主に精神障がい者） 

 ・地域生活支援センター「きぼう２１」（対象者：主に精神障がい者） 

 

①活動内容・時間帯別の件数 

活  動  項  目 
早 朝 午 前 午 後 夜 間 

合 計 
～８：３０ ８：３０～ １２：００～ １７：１５～ 

会  議 

自立支援協議会 0 0 1 0 1 

個別調整会議 0 1 4 0 5 

その他の会議 0 0 2 0 2 

訪問相談 
単  独 1 19 21 0 41 

合  同 0 4 23 0 27 

来所相談 
単  独 0 21 30 1 52 

合  同 0 1 1 0 2 

電話相談 

利 用 者 2 119 232 32 385 

行政機関 0 3 5 2 10 

関係機関 0 23 25 1 49 

メール相談 

利 用 者 0 1 2 1 4 

行政機関 0 0 0 0 0 

関係機関 0 0 0 0 0 

連絡調整 

利 用 者 5 26 36 1 68 

行政機関 0 30 36 2 68 

関係機関 0 61 98 2 161 

資料等の作成 

相談記録 1 193 295 34 523 

調整会議等資料作成 0 0 0 0 0 

そ の 他 0 0 0 0 0 

合計 9 502 811 76 1398 
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大分市委託相談支援事業 月間報告書（平成 27 年 10 月分） 

４箇所の委託相談事業の総合計 

 ・大分市障がい者生活支援センター「さざんか」（対象者：主に身体障がい者） 

 ・大分市障がい者生活支援センター「コーラス」（対象者：主に知的障がい者） 

 ・大分市障がい者生活支援センター「チューリップ畑」（対象者：主に精神障がい者） 

 ・地域生活支援センター「きぼう２１」（対象者：主に精神障がい者） 

 

②障害別相談件数 

相  談  内  容 
障   害   区  分 

身体障害 知的障害 精神障害 重症心身障害 発達障害 難 病 その他 合 計 

手帳、医療費の申請等に関する相談支援 10 6 6 3 0 1 5 31 

介護に関わる相談 7 3 11 2 0 4 0 27 

日常生活支援相談 12 16 56 1 10 5 3 103 

住む場所についての相談 11 6 31 0 6 5 2 61 

年金等収入に関する相談 2 4 5 0 0 0 0 11 

移動（屋内・屋外） 5 4 5 0 20 3 1 38 

ストレス等に関する相談 1 4 187 0 2 0 5 199 

コミュニケーション支援 0 0 21 0 7 0 0 28 

健康管理・服薬管理相談 4 8 59 0 7 5 0 83 

家族（人間）関係に関する相談 1 11 71 0 26 0 5 114 

総合支援法利用支援 16 10 12 3 2 1 7 51 

福祉用具に関する相談 4 1 1 0 0 1 1 8 

住宅環境・改造に関する相談 2 0 0 0 0 1 0 3 

社会参加に関する相談 3 6 16 0 6 0 0 31 

就労に関わる相談 3 5 34 0 17 0 1 60 

教育に関わる相談 0 0 2 0 0 0 0 2 

危機管理に関わる相談 0 0 4 0 2 0 0 6 

財産・金銭管理に関わる相談 4 3 24 0 0 0 1 32 

サービス苦情に関する相談 1 0 5 0 6 1 0 13 

ボランテイア等に関する相談 0 0 0 0 1 0 0 1 

療育に関する相談 0 1 0 0 0 0 0 1 

医療機関との連絡調整 3 4 0 1 0 2 1 11 

虐待ケース等への対応 1 0 0 0 0 0 0 1 

利用者家族に関する相談 1 0 2 0 1 0 0 4 

公的機関等への同行支援 0 0 1 0 0 0 0 1 

社会資源等の情報提供 2 3 8 0 1 0 1 15 

そ の 他 8 8 23 0 14 1 1 55 

合    計 101 103 584 10 128 30 34 990 

合計の実人員 36 49 61 6 18 6 19 195 
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平成２６年度大分市障害者虐待防止センター対応状況（３月末まで） 

 

１．通報件数 

年度 26 年度 25 年度 24 年度（H24.10～） 

件数 
26（内虐待対象で調査した件数 

24 件 対象外 2 件） 

32（内虐待対象で調査した件数 

25 件 対象外 7 件） 

28（内虐待対象で調査した件数 

21 件 対象外 7 件） 

 

２．虐待の通報者 

相談者・通報者 本人 家族親族 施設事業所 行政 病院 近隣知人 匿名 その他 計 

件数 10 1 1 8 4 2 0 0 26 

 

３．虐待の種類 

種類 養護者による虐待 施設従事者による虐待 使用者による虐待 計 

調査件数 17 6 1 24 

内虐待と認めたもの 5 0 0 5 

 

４．虐待の類型別件数（重複あり）及び被虐待者の年齢別件数 

 

分類別 
身体的虐待 ネグレクト 心理的虐待 性的虐待 経済的虐待 合計（調査件数） 

年齢階層 
 

１８～３９ 2 0 2 0 1 5 

４０～４９ 1 0 0 1 0 2 

５０～５９ 0 0 0 0 0 0 

６０歳以上 1 0 0 0 0 1 

その他（不詳） 0 0 0 0 0 0 

計 4 0 2 1 1 8(5) 

 

５．虐待の類型別及び虐待者別の件数（重複あり） 

 
虐待者 

母 父 夫・妻 息子・娘 兄弟姉妹 
その他 

（父母） 

施設 

従事者 
使用者 

合計 

（調査件数） 虐待分類   

身体的虐待 1  2  1  0  1  0  0  0  5  

ネグレクト 0  0  0  0  0  0  0  0  0  

心理的虐待 1  1  0  0  1  0  0  0  3  

性的虐待 0  1  0  0  0  0  0  0  1  

経済的虐待 0  1  0  0  0  0  0  0  1  

計（調査件数） 2  5  1  0  2  0  0  0  10(5) 
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事業目的 

 障害者の高齢化、重度化や「親亡き後」を見据え、障害児者の地域生活支援を推進する

観点から、障がい児者とその家族が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう様々な

支援を切れ目なく提供できる仕組みを構築するため、市内の状況に応じた、本市の地域生

活支援のための拠点、地域の事業者が機能を分担して面的な支援を行う体制づくり等を推

進することを目的とする。 

 

 障害者総合支援法第８８条に基づき策定した第４期大分市障害福祉計画において、国の

基本指針に即し、「平成２９年度末までに地域生活支援拠点等を市内に１箇所整備するよう

努める。」こととしており、平成２７年度については、障がい児者等の生活を地域全体で支

えるサービス体制の構築を図るため、関係機関で構成する協議会等を設置し、地域の現状

分析や必要な機能の整理、地域生活支援拠点等の整備方針等について、具体的な検討を行

う。 

事業実施主体 

大分市 

 

事業参画法人 

・社会福祉協議会 

・学識経験者 

・障害福祉サービス事業者等 

・地域の関係団体 

 

事業の概要 

 市と市内の障害福祉関係者等との協働で、本市における地域生活支援拠点等の整備につ

いての具体的な検討を行うため、市障害福祉課を事務局とする準備委員会等を設置・開催

した。 

 

①事業者への説明会の開催 

社会福祉法人等に対し、地域生活支援拠点等の整備に係る説明会を開催し、事業の周

知を図るとともに準備委員会等への参画を募った。 

 

②協議会等の開催 

・大分市地域生活支援拠点等整備推進協議会の開催 

  当該モデル事業の実施にあたり、社会福祉協議会、学識経験者、障害福祉サービス事

業者、地域の関係団体等を構成員とする「大分市地域生活支援拠点等整備推進協議会」

を設置し、市内の現状に応じて、どのような機能をどれだけ整備していくか等について
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検討し、地域生活支援拠点等の整備の基本方針及び事業内容に係る意見を取りまとめ、

市長へ報告することを目的とした。 

  なお、市長への報告の時期については、平成２８年度中を予定しており、それを受け

た市が拠点等の整備内容等について最終的な判断を行うこととしており、平成２７年度

の当該モデル事業のみならず、平成２８年度も引き続き協議を進めていく。 

 

・作業部会の開催 

  協議会に「作業部会」を設け、地域生活支援拠点等の整備についての具体的な検討、

調査等を実施した。 

 

③大分市障害者自立支援協議会等への意見聴取 

  本市の実情に応じた体制の整備について協議を行う重要な役割を担うものとして、大

分市障害者自立支援協議会等への意見聴取を実施した。 

 

 

 

大分市地域生活支援拠点等整備推進協議会の位置付けについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 設置根拠：大分市地域生活支援拠点等整備推進協議会設置要綱 

   委員任期：平成２７年１１月１９日から平成２９年３月３１日まで 

 

 

 

 

大分市地域生活支援拠点等整備推進協議会※ 

（委員１４名） 
その他の委員 

作業部会 

（委員１５名） 

障害福祉サービス事業者 

委託相談支援事業者等 

大分市障害者自立支援協議会 

生活支援部会 就労支援部会 こども部会 

意見 意見 

参画 

参画 

意見 参画 

参画 

 

市長（市事務局） 
最終的な意見 
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大分市地域生活支援拠点等整備推進協議会委員名簿 

任期 平成２７年１１月１９日から平成２９年３月３１日まで （委員数１4 名） 

職       名 氏  名 

 社会福祉法人大分市社会福祉協議会常務理事 阿部 俊作 会長 

 国立大学法人大分大学教育福祉学部講師 廣野 俊輔 副会長 

 大分市身体障害者福祉協議会連合会理事 田原 智彦 

 大分市民生委員児童委員協議会障がい者福祉部会部会長 岡本 康子 

 大分市地域包括在宅介護支援センター協議会滝尾包括支援センターセンター長 五阿弥 雄次 

 大分市障害者生活支援センター「さざんか」相談支援専門員 上村 加代 

 相談支援事業所｢チューリップ畑｣管理者 金澤 康隆 

 社会福祉法人幸福会統括施設長 花宮 良治 

 社会福祉法人シンフォニー理事長 村上 和子 

 博愛会地域総合支援センター施設長 赤嶺 光徳 

 社会福祉法人大分すみれ会理事長 福島 益夫 

 大分こども発達支援センターつばさ学園副園長 菊池 朋子 

 大分市福祉保健部次長 淵  万壽 

 大分市保健所次長兼保健予防課長 藤田 庄司 
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大分市地域生活支援拠点等整備推進協議会作業部会名簿 

（担当者数 15 名） 

所        属 氏  名 

 社会福祉法人幸福会 ソレイユ 花宮 良治 会長 

 社会福祉法人シンフォニー 大分市障害者生活支援センターコーラス 村上 和子 副会長 

 社会福祉法人幸福会 やまびこフレンド 佐藤 公子 

 社会福祉法人シンフォニー 大分市障害者生活支援センターコーラス 古川 聖子 

 社会福祉法人大分市社会福祉協議会 大分市障害者生活支援センター「さざんか」 上村 加代 

 社会福祉法人大分市社会福祉協議会 あんしんサポートセンター大分 加藤 初音 

 社会福祉法人博愛会 博愛会地域総合支援センター 熊沢 正芳 

 社会福祉法人博愛会 第一博愛寮 大塚 康裕 

 社会福祉法人大分市福祉会 多機能型事業所「おおいた」 飯倉 三佳子 

 社会福祉法人大分すみれ会 地域生活支援センター「きぼう２１」 福島 益夫 

 社会福祉法人杉の木会 杉の木園 佐嶋 圭司 

 社会福祉法人新友会 ひまわり畑 羽矢 一弘 

 社会福祉法人新友会 ひまわりの家 小塩 桂史 

 医療法人謙誠会 相談支援事業所｢チューリップ畑｣ 武本 智慧光 

 医療法人謙誠会 グループホーム「こころハウス」 佐藤 彰倫 
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大分市地域生活支援拠点等の整備の類型 

 ２４時間 365 日対応の相談窓口を構築し、緊急時の受け入れ、体験の場等の提供につ

いては、市内にある障害福祉サービス事業所等の社会資源を活用する。 

 ⇒ 「面的整備型」 

（整備手法に関する主な意見） 

・身体、知的、精神の障害児者等に対する総合的な支援が必要となるため、それぞれの特 

  色を持った法人が連携して支援する体制が望ましい。 

・大分市の障害者がどこの法人のサービスを利用しても、或いは、利用していなくても、 

 誰でも気兼ねなく相談（通報）できたり、駆け込んだりすることができるといった、法 

 人の垣根を取り払った相談窓口の体制を整備するためにも、面的整備型が望ましい。 

・多機能拠点整備型では、一つの法人の財政面や人的な負担が非常に大きくなるものと考 

 えられるため、整備の実施は困難である。 

・大分市内には５００ヶ所以上の事業所があり、連携して市内全体を支援していくといっ 

 たときにも十分な事業所数があると考えられるため、面的整備型が望ましい。 

・多機能拠点整備型という手法においては、障害者支援施設の整備という手法があるが、 

 これは、「障害者支援施設の整備は、市内の入所者総数が増加しない範囲で行われるこ 

 とが必要。」とされており、既存の施設が定員を減員して整備するということであり、 

 現在の大分市の状況では、そのようなことは困難であり、一法人で手をあげる法人はな 

 いと考えられる。 

・多機能拠点整備型のデメリットの中「建設する土地の目途が立っていないと間に合わな 

 い」点については、行政としては何より厳しいと考える。 

 

大分市地域生活支援拠点等の整備イメージ（平成２８年３月３０日時点） 
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事業の内容 

協議会等の開催実績等について 

 

【開催状況】大分市地域生活支援拠点等整備推進協議会   ３回 

                        作業部会  ８回 

年 月 日 内 容 

平成２７年 ７月 １日 国から事業の内示 

       ９月 ３日 モデル事業の法人説明会開催通知 

   市内の３４法人へ通知（社福３３＋医法１） 

      ９月２４日 協議会設置要綱制定 

法人説明会（拠点等の概要・２４時間体制の職員対応等） 

       ⇒ １７法人が出席（社福１６＋医法１） 

１０月 ９日 モデル事業参画法人を集約 

       ⇒  ９法人が参画（社福 ８＋医法１） 

１０月２９日 協議会委員推薦依頼書発送 

１１月 ９日 協議会委員委嘱決定 

１１月１９日 大分市地域生活支援拠点等整備推進協議会委員委嘱状交付式 

大分市地域生活支援拠点等整備推進協議会 第１回会議 

１１月２７日 第１回作業部会（9:30～12:00）2.5H 

１２月１０日 第２回作業部会（9:30～12:00）2.5H 

１２月２５日 第３回作業部会（9:30～12:00）2.5H 

平成２８年 １月１８日 第４回作業部会（9:30～12:00）2.5H 

１月２７日 国への中間報告 

２月 ３日 第５回作業部会（9:30～12:00）2.5H 

２月１６日 大分市地域生活支援拠点等整備推進協議会 第２回会議 

２月２３日 大分市障害者自立支援協議会への意見聴取 

２月２９日 第６回作業部会（9:30～12:00）2.5H 

３月１１日 委託相談支援事業所（４箇所）との協議 

３月１５日 第７回作業部会（10:00～12:00）2H 

３月２３日 相談支援専門員連絡会への意見聴取 

３月２５日 第８回作業部会（10:00～12:00）2H 

３月３０日 大分市地域生活支援拠点等整備推進協議会 第３回会議 

 

平成２８年４月 

～ 

平成２９年３月 

平成２８年度大分市地域生活支援拠点等整備推進協議会 

（大分市障害者自立支援協議会 生活支援部会 参画） 

 

平成２９年４月～ 
平成２９年度大分市地域生活支援拠点等の整備・運営 

（大分市障害者自立支援協議会 生活支援部会） 
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協議の成果等について 

①社会福祉法人等に対し、地域生活支援拠点等の整備に係る説明会を開催し、事業の周知

を図るとともに協議会等への参画を募った。  

⇒ ９法人（社会福祉法人８＋医療法人１）から参画希望があり、大分市地域生活支援拠

点等整備推進協議会又は作業部会に参画することとなった。 

 

②地域生活支援拠点等の整備に当たり、最初に基本方針（整備方法）について検討を行っ

た。 

 

【検討の結果】 

 下記の理由等により、本市における整備手法は「面的整備型」が望ましいといった意見

でまとまる。 

 

 ・本市の障害者がどこの法人のサービスを利用しても、あるいは、利用していなくとも、

誰でも気兼ねなく相談（通報）できたり、駆け込んだりすることができるといった、

法人の垣根を取り払った相談窓口の体制を整備するためにも、面的整備型が望ましい。 

・市内には５００ヶ所以上の事業所があり、連携して市内全体を支援していくといった

ときにも十分な事業所数があると考えられるため、面的整備型が望ましい。等 

 

 

③協議会等において、「親亡き後」の問題は現時点でも起き始めている課題であり、障がい

者等の日常生活を２４時間途切れのない相談体制で支援し、地域での身近な支援拠点等

となるよう、２４時間３６５日対応の相談窓口の構築が望まれるといった意見があった。 

  また、市障害福祉課が所管する建物（旧ホルト園）のうち、十分に活用されていない

建物があり、市独自の施設運営が可能である。 

 

【検討の結果】 

 市の所管する建物（旧ホルト園）に、２４時間３６５日対応の相談機能の拠点として「（仮

称）大分市障がい福祉安心コールセンター」を創設する。 

 

（旧ホルト園の写真） 
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③２４時間対応の相談窓口の創設に当たって、夜間・早朝帯の勤務形態をどうするのか検

討を行った。 

 

【検討の結果】 

 当初は夜間・早朝帯の対応を「宿直」で考えたが、大分労働基準監督署から、電話件数

が分からない状況で運営当初から認めることができないと言われた。 

 そのため、次に「警備会社」に夜間・早朝帯のコールセンター業務を委託できないかを

検討した。 

 

「警備会社」に夜間・早朝帯のコールセンター業務を委託した場合のイメージ図 

 
 

しかしながら、次の理由により、警備会社により対応することが難しいという考えに至

った。 

 

・「対応マニュアル」を作成するに当たり、整備会社という専門外の職員が的確に判断で

きるような対応マニュアルを作成することが、結果として困難という認識となる。 

・精神障がい者の対応は、専門職員でも、緊急性の判断等において、対応が難しいとこ

ろがあるので、警備会社では「対応マニュアル」があったとしても困難と考える。 

・警備会社の電話対応として、相談支援専門員等に判断を仰ぐ場合などには、一度電話

回線を切り、掛け直すことが想定されるが、一度電話回線を切ると、それ以降、障が

い者と電話が繋がらないことが考えられるため、電話回線を切らない対応を考えてい

くと、警備会社の対応は難しいと考えられる。 

 

最終的には、「夜勤」で対応することになり、具体的な人員配置等は今後検討する。 
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④他都市の当該モデル事業の中間報告において、事前登録制を採用しているところがあっ

たので、有効性等について検討を行った。 

 

 

（事前登録制の検討の必要性・考察） 

 〇栃木市の調査を踏まえたこと（当該モデル事業の中間報告により）。 

⇒ 受け入れる事業所がある程度余裕をもって対応ができる。 

  ・短期入所事業所等で受け入れの際は、障がい者の疾病や服薬の種類、方法等の医療

面の情報、アレルギーや食事形態等の食事についての情報も最低限必要となる。 

  ・言語的コミュニケーションがとれない場合には、どのようなサインやしぐさ等の意

思疎通方法があるのかという情報も事前に必要となる。 

  ・それらの情報が得られた場合には、実際の緊急時での利用する場合でも、事業所と

しても余裕をもって支援が提供できると考えられる。 

 

 〇緊急時の対応において、緊急対応支援員に必要な情報提供ができるようになるなどし

て、迅速かつ適切な支援に繋がる。 

  ・当日の電話対応のみで、必要な最低限の情報が聞き出せないことも考えられる。 

  ・事前情報が少ない中での支援は、職員の負担が非常に大きい。 

  ・電話対応における聞き取りを大幅に省くことができ、迅速な対応が可能となる。 

  ・事前情報により、対応方法が変わってくることがよくあるので、適切な支援、また

トラブルを回避する観点からも、事前情報は必要である。 

 

 〇事前登録制度にした場合、制度の趣旨を説明する機会を作ることができる。 

  ・精神科医療の対応等の支援の在り方について説明することができ、 制度の周知を図

ることができる。 

  ・それでも医療機関の受診等を希望する精神障がい者から連絡があった場合、支援の

お断りの電話対応が行いやすい。 

 

 〇事前登録制に一定の基準を設けるかどうかと申請方法について検討が必要である。 

  ・「独居」、「長期入所患者の退院支援」、「高齢者と２人暮らし」等の突発的な支援が必

要となる可能性が高い障がい者のみ支援対象とするのかどうか検討が必要である。

（申請書の必要事項を記載すれば、登録ができるかどうか） 

  ・⑤のとおり、一定の基準に満たさない障がい者の支援をどうするのか。 

 

 〇事前登録の申請が無い障がい者の支援についてどうするのか。 

  ・登録外の障がい者等について、支援の対象外とした場合は、本当に緊急支援が必要

なときに対応してもらえずに困ったという声が出てくることが予想される。 

  ・事前登録制を「原則」とした場合、事前登録申請が無い障がい者からの電話相談は

結局受けることとなるため、職員の負担は大きくなる。 
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【検討の結果】 

・コーディネーターや緊急対応支援員、短期入所事業所等の受け入れ先の障害福祉サービ

ス事業所等の負担の軽減を図ることと、迅速かつ適切な支援を可能にするためにも事前

登録制を導入することが望ましい。 

・障がい者の事前登録制の導入に当たっては、登録外の障がい者の支援が対象外となって

しまうことを懸念して、事前登録を「原則」とし、登録外の障がい者についても必要な

支援を行う。 

 

 

⑤大分市障害者自立支援協議会の意見聴取等において、現在行っている「大分県精神科救

急電話相談センター」において、精神障がい者の救急相談を受けているが、知的障がい

者等の相談内容とは質が大きく異なるため、これを地域生活支援拠点等で行うと、おそ

らく相談支援専門員は疲弊してしまうといった意見を多く受ける。 

 

 

（現在の大分市の状況） 

・「大分県精神科救急電話相談センター」は、平日（土を含む。）17 時から 21 時まで、

日・祝日 9 時から 21 時まで精神障がい者の相談を受けている。また、相談員のみで判

断が困難な場合は、オンコールで当番医師に必要な助言及び支援を受けることができる。 

・上記以外に、救急、警察、主治医等が精神障がい者の緊急時の対応をしている。 

・夜間・早朝帯において、措置入院以外の入院・受診の見込みは非常に低い。 

・警察からの２３条通報は、大分市保健所が２４時間受け付けている。 

 

 

【検討の結果】 

 福祉的支援を基本とし、精神症状に起因する医療機関の連絡等は、支援の対象としない。 

 精神疾患に起因する医療機関への入院・受診を必要とする精神障がい者の支援について

は、２１時までは「大分県精神科救急電話相談センター」の役割とし、２１時以降につ

いては、以下の理由により、支援対象としない。（※ただし、明らかに救急救命が必要な

場合に、本人自ら救急に連絡が取れない場合などは、必要に応じて救急（１１９）等へ

連絡をする。） 

 

 （福祉的支援を基本とする理由） 

 ・現在のところ、措置入院以外において、精神障がい者を受け入れる医療機関の見込み

が非常に低いこと。 

 ・拠点の機能において、現在の警察などが対応していること以上の支援が見込めないこ

と。 

 ・コーディネーターは、主に福祉の専門職員による配置となり、医療面の判断が難しく、

対応する職員の負担が大きいこと。 

 ・運営開始後、今後の社会資源（医療機関等）の状況を踏まえながら、医療に係る支援

の具体的な検討を行うことが望ましい。 
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また、コールセンターの名称の検討を行った。 

・「大分県精神科救急電話相談センター」は、医療機関等への紹介を主な業務の一つとし

ているため、名称として「精神科救急」を前面に出した名称となっている。 

・大分市地域生活支援拠点等の緊急対応については、救急等に連絡をすることがあって

も、実際に支援できることは基本的に「福祉」の部分となるため、それが分かるよう

な名称が望まれる。 

・「医療型短期入所」等の医療的ケアが必要な障がい者の支援も考えないといけないが、

これは指定障害福祉サービス事業所の指定を 受けた事業所となるため、あくまでも

障害福祉サービス事業所の形態の１つとして考える。よって、医療型短期入所といっ

た受け入れ体制を整え、その事業所への照会等の相談については、対応する必要があ

ると考える。 

・名称に「緊急」を入れておくと、かえって精神障がい者からの医療機関への対応の要

請の電話がかかってくることも考えられる。 

 

（当初の名称案）「（仮称）大分市障がい者緊急コールセンター」 

 

       

 

（上記を踏まえた名称案）「（仮称）大分市障がい福祉安心コールセンター」 
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大分市地域生活支援拠点等の整備に当たって求められる５つの機能について 

機 能 整 備 内 容 

相 談 

 

（１）２４時間３６５日対応の相談窓口の構築 

 ・日中：（仮）９時～２１時（年末年始を除く。） 

 ⇒ 既存の大分市委託相談支援事業所（４箇所）が対応。（時間延長） 

 ・夜間・早朝帯：（仮）２１時～９時（年末年始は２４時間） 

 ⇒ （仮称）大分市障がい福祉安心コールセンター（新設） 

 

（２）夜間・早朝帯における相談支援の強化（新たな相談窓口の創設） 

  市が所管する建物内に、「大分市障がい福祉安心コールセンター」を創

設し、夜間・早朝帯でも緊急事態の相談を受ける体制を構築する。 

  コーディネーター（相談支援専門員以上）を配置し、緊急事態の相談を

電話で受け付け、相談内容に対し、適切な助言等を行い、必要に応じて、

障害福祉サービス事業者、緊急対応支援員の出動要請や救急、警察等の各

関係機関への連絡を行い、対応状況の確認等を行う。 

  協力法人からの出向により、運営を行う予定である。また、説明会等を

通じて、人員配置の協力が可能な法人を増やしていく。 

 

（３）市内に居住する障害児者やその家族等を支援対象 

  ６５歳以上の障がい者から相談があっても、地域包括支援センターとの

連携等により必要に応じて対応する。また、事前登録制を導入する場合、 

 事前登録外の障害者に対しても支援する。基本的に福祉的支援に係る相談

を受け、精神症状に起因する医療機関の連絡等の相談支援は行わない。 

 

【主な検討・課題事項】 

・経営面の試算（既存の委託相談支援事業の委託費の見直し等を含む。） 

・夜間・早朝帯の具体的な勤務形態（シフト表）及び夜勤の人員確保。 

・年末年始の２４時間対応における人員確保。 

・対応マニュアルの作成。 

・事前登録制の具体的な運用方法の決定。（申請・情報管理の方法、特定相

談支援事業所との連携等） 

 

 

 

体験の機

会・場 

 

 

 

（1）一人暮らし・グループホーム等の体験利用ができる支援体制の構築 

  グループホーム、短期入所の支給決定者を対象とした、又は市の独自の

事業を活用することにより、将来の地域生活を想定した体験的な利用支 

 援を実施する。（親元・家からの自立、地域移行） 
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体験の機

会・場 

 ①将来的な入居を前提としたグループホームの体験利用の運用を検討中。

（専門部屋確保）    【利用期間（目安）：２週間程度】 

  

②短期入所による体験利用。                                

【利用期間（目安）：１週間程度】 

  

③市の独自の事業「知的障害者自立生活促進事業（アパート等による宿泊

訓練等）」におけるアパート等の居室での体験利用の実施。障害種別の

専門性を考慮しながら、事業を行う法人を増やし、適切な居室の数を確

保する。               

            【利用期間（目安）：１～３泊】 

    

（２）障害特性に配慮した支援体制の構築 

 重度障がい者、医療的ケアが必要な障がい者の受け入れができるグループ

ホーム、短期入所等について、施設整備により優先的に整備を行う。 

 

【主な検討・課題事項】 

・グループホームの体験利用の具体的な運用方法の決定。 

・「知的障害者自立生活促進事業」の受け入れ先の拡大に向けて、契約する

法人を増やすため、障害種別の専門性及び設備等を考慮し、法人の選定等

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時の受

け入れ・対

応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）２４時間３６５日の緊急対応の支援体制の構築（福祉的支援に限る。） 

  夜間・早朝帯の緊急事態の相談窓口（（仮称）大分市障がい福祉安心コ

ールセンター）を創設し、日中の委託相談支援事業所の緊急対応も含めて、

24 時間 365 日の緊急対応を行う。直接支援は、福祉的支援を基本とし、

精神症状に起因する医療機関への連絡等は支援の対象としない。 

 

（２）短期入所など緊急時の受け入れができる事業所の確保 

 ・市内全域の短期入所事業所 

  （介護保険施設も含めて、短期入所として提供できる居室を増やすため、

短期入所の指定申請に向けて、今後、法人に働きかける。） 

 ・その他一時的な保護の施設  

  市の独自の事業「知的障害者自立生活促進事業（アパート等による宿泊

訓練等）」におけるアパート等の居室を利用する。 

  （実施要綱を改正するなどして、支援対象者の拡大を図る。） 

 

（３）一時待機（見守り）する場の確保 

  夜間・早朝帯で、どうしても短期入所事業所等の受け入れ先が見つから

ない場合の一時待機（見守り）をする場として、「（仮称）大分市障がい福
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緊急時の 

受け入れ 

・対応 

 

祉安心コールセンター」を検討している。（緊急対応支援員が見守りのも

と、コールセンター内の休憩室を利用する。） 

 

（４）緊急対応支援員の対応 

  緊急時の短期入所事業所等までの送迎や付き添い、障がい者の自宅等の

現場確認、虐待案件につき保護要請があった場合の本人の安全確保等の直

接支援を行う。基本的に自宅等で待機しており、コーディネーターからの

直接支援の要請があった場合に、障がい者の自宅等へ出動する。 

   協力法人の当番制により対応が可能かどうか検討中である。 

 

（５）地域包括支援センター等との連携 

  ６５歳以上の障がい者からの緊急事態の相談についても、対応せざるを

得ないと考えており、介護保険制度の対象者に対する対応については、地

域包括支援センターに連絡をすることとなるため、地域包括支援センター

連絡会議や一般のケアマネージャーの対象とした居宅支援事業所の会議

等により、当該事業の趣旨等を説明し、制度の周知を図り、緊急時に備え

て連携を強化しておく。 

 

【主な検討・課題事項】 

・緊急対応支援員について、協力法人の当番制により対応が可能かどうかを

検討。 

・実際に動く緊急対応支援員の専門性以外の事案のときの支援の在り方。 

・コーディネーターから緊急対応支援員への情報伝達の方法について、具体

的に検討。 

・介護保険施設も含めて、短期入所事業所として提供できる居室を増やすた

め、短期入所の指定申請に向けての法人への働きかけ。 

・短期入所事業所等の居室の空床状況の情報を収集する方法を検討。 

・医療的ケアが必要な障がい者のための支援体制の構築（医療型短期入所事

業所等の整備）。 

 

 

 

 

 

専門的 

人材の確

保・養成 

 

 

 

 

 

（１）コーディネーター（相談支援専門員相当の者）の確保 

  ２４時間３６５日の相談窓口の運営に当たって、様々な相談に対する電

話対応や緊急時の対応における適切な判断を行うためのコーディネータ

ーの人員配置については、参画法人（９法人）からの出向により確保する。

今後は、参画していない法人を対象とした説明会・研修会等を開催し、人

員配置の協力が可能な法人を増やしていく。 

 

（２）相談支援専門員、緊急対応支援員等の支援の向上 

  実際の支援を通じた支援スタッフのＯＪＴ、相談支援専門員連絡会等を

活用し、緊急時の対応事例に基づいた各法人向けの研修会等を定期的に開
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専門的 

人材の確 

保・養成 

催し、相談支援専門員、緊急対応支援員等の支援の向上を図る。 

 

【主な検討・課題事項】 

・「（仮称）大分市障がい福祉安心コールセンターに勤務する職員の人員確保。 

・医療的ケアができる看護師等のスタッフの確保や強度行動障害支援者の養

成について具体的な方法を検討。 

・精神障がい者の対応を見据えた精神保健福祉士の確保。 

 

 

地域の体制

づくり 

 

（１）地域生活支援拠点の設置、コーディネーターの配置 

  「（仮称）大分市障がい福祉安心コールセンター」を創設し、相談支援

の新たな拠点の設置、コーディネーターの配置により、２４時間３６５日

対応の相談窓口の創設、緊急対応の支援体制の構築。 

 

（２）「面的整備型」における障害福祉サービス事業者等との連絡体制の構

築 

  体験利用の場・緊急時の受け入れ先としてのグループホーム、短期入所

等の空床状況の定期的確認や緊急対応時の受け入れ要請の第一報を入れ

るための市内の障害福祉サービス事業者等との連絡体制を構築する。 

 

（３）障害特性に配慮した支援体制の構築 

  重度障がい者、医療的ケアが必要な障がい者等の受け入れができるグル

ープホーム、短期入所等について、施設整備により優先的に整備を行う。 

 

 

（４）各関係機関との連携体制 

  事業開始に当たっての各関係機関への事前説明、定期的な連絡会を開催

する。「(仮称）大分市障がい福祉安心コールセンター」の役割等について、

消防、保健所、県、市町村、警察、地域包括支援センター、医療機関、学

校、自治委員、民生委員等に対し周知を図り、地域生活支援拠点等の認知

度を高めるとともに、緊急の対応時における連携を強化する。 

 

【主な検討・課題事項】 

・現在の社会資源において対応ができないケースについて検討。 

 精神障がい者の措置入院には至らないが治療が必要な場合の支援方法。 

 （運営開始後、社会資源（医療機関等）の状況を踏まえ、検討する。） 

・夜間等の医療的ケアが必要な場合の医療機関との連携体制の構築。 

・短期入所事業所等の居室の空床状況の情報を収集する方法を検討。 

・各関係機関との連絡会の具体的な開催方法。 
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事業実施の結果及び今後の課題・方針（予定） 

 

事業実施の結果  

 大分市地域生活支援拠点等整備推進協議会及び作業部会を設置・開催し、協議に参画す

ることとなった９法人を中心に、本市における地域生活支援拠点等の整備について協議を

行った。 

 今回は、拠点等の運営を担う一法人中心に協議したのではなく、市と複数法人による官・

民の協働で検討してきたため、拠点等の整備内容を決めるにも、予想以上に時間が掛かっ

てしまい、具体的な人員配置等の決定まで至ることができなかった。 

 その協議の大部分で、「法人間の協力関係の中で、２４時間３６５日対応の相談窓口の運

営」という考えのもと、様々な検討を行ってきたが、夜間・早朝帯の人員配置の方法や、

夜間・早朝帯の精神障がい者への対応は十分な専門性が無いと職員の負担が大きいという

課題などの解決策を考えることに苦慮した。 

 検討結果としては、夜間・早朝帯の人員配置は、当初は「宿直」を想定していたが、大

分労働基準監督署から、当初から許可することはできない旨を伝えられたため、警備会社

への委託も考えつつ、最終的には「夜勤」で対応することとした。シフト表(案）や参画法

人がどの程度人員協力するかなど具体的な部分は今後の検討事項として残った。 

 また、精神障がい者への対応は、市内の社会資源を踏まえて、精神症状に起因する医療

機関への連絡等の対応は、現在の障害福祉サービス事業者等で担うことは困難と判断し、

支援対象を基本的に福祉的支援のみとした。 

  

今後の課題・方針（予定） 

 本市の地域生活支援拠点等の基本機能である「（仮称）大分市障がい福祉安心コールセン

ター」については、地域生活支援を推進するため、２４時間３６５日途切れなく地域で暮

らす障がいのある人とその家族（介護者）に寄り添えるしくみを地域につくる。そして、

複数法人による地域連携型で各事業所が有するサービスをコーディネートすることを業務

とし、法人の垣根を越えた、公立・中立性を保持するため、法人のサービス提供の場と分

離するとともに援護も併せて実施する、だれもが安心して相談ができるコールセンターと

することを目的に設置するものである。 

 しかしながら、２４時間３６５日の相談窓口の運営は理想ではあるが、現状は参画法人

の職員数の余裕がそれほどあるわけではなく、運営開始時に人員確保の確証が現時点では

無いことから、無理なく持続可能な地域生活支援体制を構築するという観点も重要となっ

てくる。そのことを念頭に、今後も法人と具体的な協議を行っていく予定である。 

 その他の課題事項として、経営面の試算（既存の委託相談支援事業の委託費の見直し等

を含む。）、参画法人以外への周知・協力依頼、職員の質の確保等があり、運営開始するま

でに対応しなければいけない事項が多数ある。また、運営を開始してからも、実際の支援

を通じて、様々な問題が生じてくることが予想されるため、中・長期的な視点に立って、

PDCA サイクル（Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（評価）→ Act（改善））によ

る段階的に課題対応・見直しを行っていくことも大切と考える。 
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 大分市地域生活支援拠点等整備推進協議会は、拠点等の整備の基本方針及び事業内容に

係る意見を取りまとめ、市長へ報告することを目的としており、市長への報告は、平成２

８年度中を予定しており、それを受けた市が最終的に整備内容等を判断を行う。 

 そのようなことから、平成２７年度の当該モデル事業に限らず、平成２８年度の引き続

き協議を進めていく予定であり、今後、整備内容等が変わってくることも考えられるが、

市内の障害児者やその家族にとって、安心して地域生活を送ることができるような市全域

の支援体制を構築していきたい。 


